沖縄県における漁港機能保全計画策定の取組み
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１．はじめに

沖縄県では1961年に琉球政府のもと「第1次漁港整備計画」が策定され、計画的な漁港整備が始まり、1972年の本土復帰以降に漁港施設整備が積極的に行われてきた。
そのため、沖縄県の漁港施設は整備後、数十年が経過しており施設の老朽化が生じ改良及び更新を必要とする施設が増加してきている。今後、老朽化した施設の改良・更新費用の増大が懸念されているところであり、漁港施設の管理を体系的に捉えた計画的な取り組みにより、施設の長寿命化を図りつつ更新コストの平準化・縮減を図ることが課題となっている。
このような状況を踏まえ、沖縄県では老朽化施設の更新コストの平準化・縮減を図るための指標、判断基準を定めた「漁港機能保全計画策定マニュアル」を策定した。
また、「漁港ストックマネジメントシステム」を構築し、各漁港の機能診断結果や施設の重要度、優先度等をデータベースで入力管理し、今後の保全工事計画に活用できるようにシステム化を図った。
2．沖縄県の現状と課題
（１）沖縄県の現状
漁港機能保全計画策定に当たり、漁港台帳より県管理31漁港すべての施設延長、整備年度等の整理を行った。

漁港種別では、第一種漁港19港、第二種漁港4港、第三種漁港1港、第四種漁港7港の計31港である。
漁港の指定年度では、1960年代～1970年代前半にかけて指定した漁港が多く、全体の約75%となっている。また、県全体の施設の整備状況は、外郭施設が施設全体の7割を占めている状況である。（図-1）
整備状況を整理した結果、1964年度～2007年度で整備された漁港施設の延長は、防波堤L=18,525m、護岸L=25,941m、波除堤L=7,879m、岸壁・物揚場L=15,528mである。
これらの施設の耐用年数を50年とした場合、更新を迎える時期は2014年～2057年となる。このうち、更新のピークは2025年であることが分かった。（図-2）
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（２）沖縄県の課題

　これまでに整備された漁港施設は膨大であり、施設の耐用年数を迎えた時点で更新すると、莫大な予算が必要となる。そのため、施設の耐用年数を延伸することを目的に、定期的に点検、詳細調査を行い、施設毎の老朽化度を評価し、施設毎の延命処置を施すことによる更新事業費負担の低減を図ることが重要な課題である。また、延命処置が必要とされる施設は、年度毎に集中することが予想され延命処置に係るコストが単年度毎に膨大となる。そこで、「漁港の重要度」「施設の重要度」「施設の老朽化レベル」を考慮した施設の優先順位を設定し、長寿命化並びに修繕・更新コストに係る費用の平準化を図る方法について検討することとした。
３．漁港機能保全計画策定マニュアルの整備
（１）各種マニュアルの概要
平成20年度より「水産物供給基盤機能保全事業（水産基盤ストックマネジメント事業）」が創設されたことにより、沖縄県では機能保全計画書策定のためのマニュアルを平成21年度に策定した。
このマニュアルは、水産庁制定の「機能保全計画策定の手引き（案）」を参考に、初めてストックマネジメント業務に携わる方にも分かりやすいよう編集した。
　以下に各マニュアルの概要を示す。
①「漁港機能保全計画書作成マニュアル」

漁港毎に策定される機能保全計画書作成に必要な事項を記載したマニュアルである。
具体的には、漁港施設毎に老朽化度評価を行う際の点検調査方法や調査後の老朽化進行予測、対策工法、対策時期、対策コスト、コスト縮減効果及び日常管理計画の策定方法を定めたものである。
②「漁港機能保全計画策定マニュアル」

県全体又は漁港毎のLCC平準化計画及び点検診断計画を策定するための漁港施設の優先順位の設定方法、標準対策工法の選定方法、老朽化進行予測手法及びLCC平準化手法を定めたものである。
（２）漁港施設の優先度設定
ここでは、各マニュアルの中から「漁港機能保全計画策定マニュアル」の策定手法を一部紹介する。

「LCC平準化計画」の策定及び「点検診断計画」の策定おいて、どの漁港施設から補修・補強又は点検・調査を実施すべきか優先順位を設定する必要がある。優先順位については、客観性を確保する観点より、評価指数、設定手法について明確にする必要がある。

優先順位の評価項目については、「施設の重要度レベル」「漁港の重要度レベル」「施設の老朽化レベル」の3項目とし、優先順位は各指数を点数化し、以下に示す算定式で得られた点数にて設定するもとする。

得点＝（施設の重要度レベル＋漁港の重要度レベル）×施設の老朽化レベル

1 施設の重要度レベル

施設の重要度レベルについては、各施設の機能、利用形態、利用状況、将来計画等を踏まえて評価項目を設定した。一例として係留施設の評価項目を（表-1）に示す。
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2 漁港の重要度レベル

漁港の重要度レベルは、防災上の重要性、属地陸揚金額、属地陸揚量、利用漁船数及び漁港の特性等を考慮し、評価項目（表-2）を設定した。
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③施設の老朽化レベル
施設の老朽化レベルについては、機能診断結果に基づき、設定する。
設定方法は、まず、（表-3）に基づき部材毎に調査項目の分類（部材の損傷状況が施設全体に与える影響度　Ⅰ：大、Ⅱ：中、Ⅲ：小）を行う。
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そして、その分類毎に（表-4）により施設の状態（A、B、C、D）を部材の損傷程度を示す指標（a、b、c、d）の占める割合で判断する。
その結果に基づき、（表-5）にて施設の老朽化レベルを点数化する。
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（３）LCC標準化計画

漁港施設の長寿命化を図りつつ更新コストの平準化および削減を目指した視点での計画を立案する。計画は、漁港施設の部材単位での必要対策費を基本として、県全体又は漁港別の短期（5年）、中期（10年）、長期（50年）のLCC平準化前後の計画を策定する。イメージとして（図-3）に示す。


４．漁港ストックマネジメントシステムの構築
（１）システムの概要

漁港ストックマネジメントシステムは、各漁港の機能診断結果や施設の重要度、優先度等をデータベースで入力管理し、今後の保全工事計画に活用することを目的にシステムを構築した。
本システムでは、漁港台帳と連携しGIS機能を用いて、地図上に漁港及び施設の位置を示し、視覚的に把握できるようにした。処理イメージを図-4に示す。
（２）システムの機能概要
　本システムの機能概要を以下に示す。

①施設の老朽度レベルに応じた標準的なLCCを算出する機能を構築。
②施設の重要度レベル、漁港の重要度レベル、施設の老朽化レベルなどに応じた優先順位を算出する機能。

③漁港施設のLCCを予算制約に従い、平準化する機能。
④LCC平準化・更新機能
漁港施設のLCC平準化計画の作成及び更新機能。
⑤点検診断計画・更新機能

漁港施設の点検診断計画の作成及び更新機能。最新のLCC平準化計画を全体、地区別、漁港別に表示する機能。

⑥最新の点検診断計画を全体、地区別、漁港別に表示する機能。



（３）システムの活用方法

本システムでは、必要な情報を帳票出力ができるため、LCC平準化計画や今後の保全工事計画以外にも、漁港の計画や管理に活用できる。
①漁港施設の現況把握
漁港台帳と連携しており、平面図や標準断面図等の図面や各漁港の概要がデータで取り込まれているため、漁港管理や外部からの問い合わせ等、必要時に閲覧及び出力ができる。
また、県管理漁港の全施設の情報が管理されているため、漁港施設種類ごとの整備状況を容易に把握することが可能である。（「漁港漁場整備に関わるストック量調査」等に利用できる。）
②漁港施設の状態把握
漁港及び施設の重要度や老朽化度が一覧表で出力が可能であるため、最も重要度の高い漁港、漁港施設及び最も状態の悪い漁港施設を容易に把握することが可能である。
③維持管理費の将来予測
対象とする地区（漁港）や計画期間を設定し、事業費の算出が可能である。また、予算額に応じた平準化処理ができるため、今後の予算編成で弾力的な対応が可能であり、今後の工事計画策定に活用できる。
④適切な点検診断計画の策定
漁港施設の重要度や老朽化度に応じた点検診断の頻度や方法を設定することにより、点検診断にかかる費用の削減を図ることができる。
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図-1　施設の種類および数量





図-2　年度別の整備状況





表-1　係留施設の重要度評価項目





表-2　漁港の重要度評価項目





表-3　調査項目の分類（係留施設）





表-4　評価結果の算出方法





表-5　施設の老朽化評価点





図-3　LCC標準化のイメージ





図-4 処理イメージ図








